
 

-1- 

平成１７年３月期 第１四半期財務・業績の概況（連結） 
 
                                        平成１６年８月６日 
 
上 場 会 社 名 株 式 会 社 殖  産  銀  行      （コード番号：８５２０ 東証第二部） 
（ＵＲＬ http://www.shokusan.co.jp） 

代  表  者 役職名 取締役頭取       氏名 長 谷 川 憲 治 

問合せ先責任者 役職名 執行役員総合企画部長 氏名 須 藤  庄 一 郎  ＴＥＬ：( 023 )623－8111 
 
※ 四半期財務情報に関する計数は、監査法人による監査を受けておりません。 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無：有（内容は別紙） 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無：無 
 ③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無：無 
 
２．平成 17 年 3 月期第１四半期の財務・業績の概況（平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 6 月 30 日） 
(1) 経営成績（連結）の進捗状況         (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経 常 収 益 経 常 利 益 四半期(当期)純利益 
 
17 年 3 月期第１四半期 

16 年 3 月期第１四半期 

            百万円   ％ 

     3,926         ―  

        ―         ―  

            百万円   ％ 

       140         ―  

        ―         ―  

            百万円   ％ 

       149         ―  

        ―         ―  

（参考）16 年 3 月期     15,747        360        703 
 
 １株当たり四半期 

(当期)純利益 
潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益 

 
17 年 3 月期第１四半期 

16 年 3 月期第１四半期 

               円      銭 

            2      35  

           ―      ―  

               円     銭 

           ―      ―  

           ―      ―  

（参考）16 年 3 月期            11      08             ―      ―  
（注）当四半期より四半期決算の開示を行っているため、前年同四半期実績及び増減率については記載しておりません。 
 
［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
生命保険販売手数料及び投資信託販売手数料等による役務取引等収益の増強に努めました他、徹底した経

費削減を実施しました結果、経常利益は 140 百万円となりました。 
  また、繰延税金資産を 62 百万円圧縮しましたが、四半期純利益は149 百万円を確保出来ました。 
 
(2) 財政状態（連結）の変動状況 

 
総 資 産     株 主 資 本 株主資本比率 

１株当たり 

株主資本 
 

17 年 3 月期第１四半期 

16 年 3 月期第１四半期 

              百万円 

     665,790 

          ― 

             百万円 

     22,639 

         ― 

                ％ 

      3.4  

       ―  

         円   銭 

     356    29 

      ―    ― 

（参考）16 年 3 月期      667,929      22,635        3.4      356    22 

（注）当四半期より四半期決算の開示を行っているため、前年同四半期実績については記載しておりません。 
 
［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

譲渡性預金を含めた預金残高は、前期末比563 百万円増加の613,729 百万円となりました。貸出金残高は、
住宅ローンの伸びが顕著でありますが、建設業における工事代金回収による返済を主因に、前期末比 7,427

百万円減少の 456,621 百万円となりました。また、有価証券残高は、国債を中心に前期末比 6,968 百万円増

加し、109,883 百万円となりました。 
 

３．平成 17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 
  平成 17 年 3 月期第１四半期までの損益状況は順調に推移しており、平成 16 年 5 月 24 日に公表いたし
ました 17 年 3 月期の中間期及び通期の業績見通しに変更はありません。 

dejitaru-syomei
閲覧サービス掲載済み



(添付資料)

株式会社 殖 産 銀 行

四半期連結貸借対照表
(金額単位:百万円)

比   較 比   較

(A) (B) (A)－(B) (C) (A)－(C)

(　資　産　の　部　)

現 金 預 け 金 37,971   24,579   13,391   

コールローン及び買入手形 25,000   56,385   31,385 △ 

商 品 有 価 証 券 7        4        3        

金 銭 の 信 託 1,982    988      994      

有 価 証 券 109,883  102,914  6,968    

貸 出 金 456,621  464,048  7,427 △  

外 国 為 替 606      282      324      

そ の 他 資 産 17,705   2,721    14,983   

動 産 不 動 産 8,805    8,874    69 △     

繰 延 税 金 資 産 3,919    3,982    62 △     

支 払 承 諾 見 返 6,990    7,245    254 △    

貸 倒 引 当 金 3,702 △  4,097 △  395      

資 産 の 部 合 計 665,790  667,929  2,139 △  

(　負　債　の　部　)

預 金 609,604  612,035  2,431 △  

譲 渡 性 預 金 4,124    1,129    2,995    

コールマネー及び売渡手形 108      317      208 △    

借 用 金 3,743    3,700    43       

外 国 為 替 3        0        3        

そ の 他 負 債 15,515   17,897   2,382 △  

退 職 給 付 引 当 金 1,808    1,704    103      

再評価に係る繰延税金負債 1,192    1,195    3 △      

支 払 承 諾 6,990    7,245    254 △    

負 債 の 部 合 計 643,092  645,227  2,134 △  

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分 58       67       8 △      

(　資　本　の　部　)

資 本 金 7,700    7,700    －       

資 本 剰 余 金 5,641    5,641    －       

利 益 剰 余 金 8,567    8,572    4 △      

土 地 再 評 価 差 額 金 1,756    1,761    4 △      

その他有価証券評価差額金 992 △    1,007 △  14       

自 己 株 式 33 △     32 △     0 △      

資 本 の 部 合 計 22,639   22,635   4        

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 の 部 合 計 665,790  667,929  2,139 △  

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　 ２．当四半期より四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期末の実績及び比較については記載

　　　 しておりません。

科        目
当四半期末
(平成17年3月期
第1四半期末)

前年同四半期末
(平成16年3月期
第1四半期末)

( 参 考 )

平成16年3月期
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(添付資料)

株式会社 殖 産 銀 行

（要約）四半期連結損益計算書
(金額単位:百万円)

比   較

(A) (B) (A)－(B) （要約）

3,926   15,747  

資 金 運 用 収 益 3,058   12,353  

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 2,859   ) ( 11,445  )

(うち有価証券利息配当金) ( 196     ) ( 884     )

役 務 取 引 等 収 益 529     2,005   

そ の 他 業 務 収 益 157     1,082   

そ の 他 経 常 収 益 180     306     

3,786   15,387  

資 金 調 達 費 用 97      443     

( う ち 預 金 利 息 ) ( 68      ) ( 316     )

役 務 取 引 等 費 用 214     737     

そ の 他 業 務 費 用 147     763     

営 業 経 費 2,793   11,274  

そ の 他 経 常 費 用 532     2,168   

140     360     

82      327     

5       48      

217     639     

13      61      

59      143 △   

5 △     18      

149     703     

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　 ２．当四半期より四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期の実績及び比較については

　　　 記載しておりません。

( 参 考 )

平成16年3月期

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

経 常 収 益

当四半期
(平成17年3月期
第1四半期)

前年同四半期
(平成16年3月期
第1四半期)

経 常 費 用

科       目

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

税金等調整前四半期(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益
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(添付資料)

株式会社 殖 産 銀 行

四半期連結剰余金計算書
(金額単位:百万円)

比   較

(A) (B) (A)－(B)

5,641    5,641    

－       －       

－       －       

5,641    5,641    

8,572    8,113    

153      774      

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 149      703      

土地再評価差額金取崩額 4        70       

158      315      

配 当 金 157      315      

役 員 賞 与 1        －       

自 己 株 式 処 分 差 損 －       0        

8,567    8,572    

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　 ２．当四半期より四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期の実績及び比較について

　　 　は記載しておりません。

利益剰余金四半期末(期末)残高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資本剰余金四半期末(期末)残高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

科       目

( 参 考 )

平成16年3月期

当四半期
(平成17年3月期
第1四半期)

前年同四半期
(平成16年3月期
第1四半期)
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(添付資料)

株式会社 殖 産 銀 行

　当行は、中間（連結）財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資者等の利害関係者

の判断を大きく誤らせない範囲で一定の簡便な手続を採用しております。

　なお、四半期財務情報に関する計数は、監査法人による監査を受けておりません。

〔簡便な手続の内容〕

　貸倒引当金の計上基準

　当四半期の貸倒引当金は、平成16年3月末の自己査定をベースとし、6月末までに法的破綻事象の発生、延

滞の発生・進行等の客観的な事実があった債務者については債務者区分の見直しを行った上で、6月末時点の

債権残高に対し、以下の通り計上しております。

〔破綻先・実質破綻先債権〕

上記により算定した債権残高から担保の処分可能見込額等を控除し、その残額を計上しております。

なお、取立不能見込額については、債権額から直接減額しております。

〔破綻懸念先債権〕

上記により算定した債権残高から担保の処分可能見込額等を控除した残額に対し、平成16年3月期におい

て適用した貸倒実績率に基づき計上しております。

〔上記以外の債権〕

上記により算定した債権残高に対し、平成16年3月期において適用した貸倒実績率に基づき計上しており

ます。

１．事業の種類別セグメント情報

　連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグメン

トに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

２．所在地別セグメント情報

　連結会社はすべて国内で事業を営んでおりますので、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

３．国際業務経常収益

　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため 、国際業務経常収益の記載を省略しております。

四半期財務情報作成のための基本となる事項

セグメント情報
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(参考資料)

株式会社 殖 産 銀 行

１．損益状況（単体）

(単位:百万円)

1 3,154     3,246     12,987    

2 3,149     3,170     12,682    

3 2,916     2,932     11,729    

4 227       234       939       

5 10        79        319       

6 4         76        304       

7 2,614     2,641     10,565    

8 1,420     1,434     5,738     

9 1,026     1,099     4,399     

10 167       106       427       

11 540       605       2,422     

12 535       529       2,117     

13 6 △       68 △      272 △     

14 546       673       2,694     

15 4         76        304       

16 419 △     609 △     2,438 △   

17 452       441       1,766     

貸 出 金 償 却 18 393       254       1,017     

個別貸倒引当金純繰入額 19 58        187       748       

20 445       373       1,494     

21 170       52 △      211 △     

22 138 △     115 △     460 △     

23 126       63        255       

24 71        64        258       

25 5 △       12 △      48 △      

26 197       128       513       

27 4         4         19        

28 60        33 △      132 △     

29 132       156       626       

(注)１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

    ２．【　】は、平成17年3月中間期の予想額であります。

( う ち 債 券 関 係 損 益 )

平成17年3月期
第１四半期
（3か月間）

〔参考〕
(A)÷12×3
（3か月概算）

役 務 取 引 等 利 益

資 金 利 益

平成16年3月期
(A)

（12か月間）

そ の 他 業 務 利 益

業 務 粗 利 益

除く債券関係損益【950】

( 除 く 債 券 関 係 損 益 )

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 )

業 務 純 益 ( 一 般 貸 引 繰 入 前 )

人 件 費

物 件 費

税 金

(貸倒償却引当費用①＋②)

② 不 良 債 権 処 理 額

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入

業 務 純 益 【1,000】

う ち 債 券 関 係 損 益

臨 時 損 益

四半期 ( 当期 ) 純利益【 200 】

うち動産不動産処分損益

税 引 前 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益 【200】

特 別 損 益

株 式 関 係 損 益

そ の 他 臨 時 損 益

平成17年3月期第１四半期 財務・業績の概況説明資料

　当四半期は、引き続き生命保険販売手数料及び投資信託販売手数料等の役務取引等収益の増強に努
め、コア業務純益は535百万円となりました。また、貸倒償却引当費用445百万円を計上した結果、経
常利益は126百万円、四半期純利益は132百万円となりました。損益状況は、計画通り順調に推移して
おります。
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(参考資料)

株式会社 殖 産 銀 行

２．金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（単体）

(単位:億円)

62               

128              

69               

260              

（注）上記の各四半期末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規

　　定する各債権のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき事業年度末

　　に開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。

　　１．各四半期末の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」の金額は、それぞれ各

　　　年３月末時点における金額（債務者区分（※）残高）をベースとし、同年３月末から６月末までに倒

　　　産、不渡り等の客観的な事実ならびに行内格付の引下げ等があった債務者について、当行の定める自

　　　己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行い、債務者区分が下方に変更になったと認められる債務

　　　者に対する債権額を新たに加算、または「危険債権」を減額し「破産更生債権及びこれらに準ずる債

　　　権」を加算しております。

　　　　また、各年３月末時点で「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」に区分され

　　　ている債権については、四半期中の増減額（貸増・回収等）を勘案しております。

　　　　なお、新たに「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」と認められる金額のうち、無価値と認めら

　　　れる部分については直接償却相当額として当該金額を減額しております。

　　　※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権）

　　　　　　　　　　　　　　危険債権（破綻懸念先の債権）

　　　　　　　　　　　　　　要管理債権（要注意先のうち、利払いが３ヵ月以上延滞しているか、又は貸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出条件を緩和している債権）

　　２．各四半期末の「要管理債権」の金額は、同様に、各年３月末時点における金額をベースとし、同年

　　　３月末から６月末の間に正常先、要注意先の債務者に対する債権のうち①新たに３ヵ月以上延滞とな

　　　った債権、②新たに貸出条件を緩和したことを確認している債権を加算し、「破産更生債権及びこれ

　　　らに準ずる債権」および「危険債権」に変更になった金額を減算しております。

　　　　また、各年３月末時点で「要管理債権」に区分されている債権については、四半期中の増減額（貸

　　　増・回収等）を勘案しております。

３．自己資本比率（国内基準）

(注)上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。

平成16年6月末 平成15年6月末

70                 

130                

平成16年3月末（実績）

87                 

127                

7.4 ％ 程度

6.1 ％ 程度

7.36 ％

6.06 ％

平成16年9月末（予想値）

68                 

268                

平成16年3月末（実績）

92                 

308                

連結自己資本比率

連結Ｔi e rⅠ比率

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

合　　　　計

　当四半期末の開示債権額は260億円となり、平成13年3月末以降減少傾向にあります。

　平成16年9月末の連結自己資本比率は、利益の積上げにより若干上昇する見込みです。
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(参考資料)

株式会社 殖 産 銀 行

４．時価のある有価証券の評価差額（連結）

○ 評価差額

(単位:億円) （参考） (単位:億円)

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額

うち損 うち損 うち損

　その他有価証券 1,048 19   1,237 17   979   18   

株　式 46    5    38    8    48    5    

債　券 995   13   1,163 7    924   12   

その他 6     0    35    1    6     0    

(注)１．「評価差額」及び「含み損益」は、取得原価と時価との差額を計上しております。但し、平成15年6月末の「評価

　　　差額」及び「含み損益」は、帳簿価額（償却原価法適用前、減損処理前。）と時価との差額を計上しております。

　　２．「有価証券」のほか、「その他資産」中の出資金を含めております。

　　３．満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式で時価のあるものはありません。

５．デリバティブ取引（連結）

(1) 金利関連取引

(単位:億円) （参考） (単位:億円)

取
引
所

－

金利スワップ

その他

合　　計

(2) 通貨関連取引

(単位:億円) （参考） (単位:億円)

取
引
所
通貨先物

通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

合　　計

(3) 株式関連取引 該当事項はありません。

(4) 債券関連取引 該当事項はありません。

(5) 商品関連取引 該当事項はありません。

(6) クレジットデリバティブ取引 該当事項はありません。

0       0 △     0 △     0       0       －      －      －      5       

－      

－      0 △     0       

－      －      －      －      －      －      －      －      

－      －      

店
頭

－      －      －      －      －      －      

契約額等 時価 評価損益

－      －      －      －      －      －      －      

評価損益 契約額等 時価 評価損益

0 △     

種類区
分

区
分 種類

平成16年6月末 平成15年6月末 平成16年3月末

契約額等 時価

0 △     0 △     

－      －      －      
店
頭

1       0 △     0 △     

－      －      －      

－      －      －      

0       0 △     0 △     

契約額等 時価 評価損益

11 △ 0    

0 △  0    

－      －      －      

0    

契約額等 時価 評価損益

0 △     

－      

うち益

10 △ 7    

7 △  1    

0 △  6    

1 △  

0       

－      

－      

0 △     

－      

－      －      

契約額等 時価 評価損益

平成16年6月末

0    

2    

7    

11 △ 

2    

0 △  

平成16年6月末

9 △  9    

うち益

平成16年3月末

平成15年6月末 平成16年3月末

平成15年6月末

うち益

10 △ 8    

2    7    

　当四半期末のその他有価証券の評価差額（含み損）は、平成16年3月末比1億円減少の9億円となりました。

　お客様の要望にお応えするための取引が大半で、投機性の高い取引は行っておりません。
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(参考資料)

株式会社 殖 産 銀 行

６．預金等・貸出金残高（単体）

(単位:億円) （参考） (単位:億円)

　預金等 6,138  6,094  6,132  

うち個人預金 4,447  4,497  4,420  

　貸出金 4,558  4,489  4,633  

うち消費者ローン 1,402  1,285  1,379  

(注)預金等には、譲渡性預金を含んでおります。

７．中小企業等貸出金比率（単体）

(単位:％) （参考） (単位:％)

　中小企業等貸出金比率 89.88  89.34  89.82  

平成16年3月末平成16年6月末 平成15年6月末

平成16年6月末 平成15年6月末 平成16年3月末

　預金等は、個人預金が順調に推移しており、増加傾向にあります。
　貸出金は、住宅ローンを主とした消費者ローンの伸びが顕著でありますが、第１四半期は建設業にお
ける工事代金回収による返済という季節的要因があります。

　引き続き、地元中小企業への支援を強化しております。
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